
都市再生制度に関する基本的な枠組み（都市再生特別措置法関連）資料１

都市再生緊急整備地域５３地域（政令で指定）

都市計画等の特例
民間都市再生
事業計画

〔国土交通
大臣認定〕

税制特例

金融支援

都市再生特別地区
〔都市計画決定〕
容積緩和、道路上空建築

都市計画提案制度

都市再生事業に係る
認可等の迅速化

特定都市再生緊急整備地域１３地域（政令で指定）

都 市 再 生 本 部
本部長：内閣総理大臣

副本部長：内閣官房長官、地方創生担当大臣、国土交通大臣
本部員：本部長及び副本部長以外のすべての国務大臣

都市再生基本方針〔閣議決定〕

重点化

都市再生
安全確保
計画

整備計画

特定地域
のみ

予算支援予算支援

■容積緩和
都市再生に貢献し土地の高度利用を図るため、都市再生緊急整備
地域内において、既存の用途地域等に基づく規制にとらわれず自
由度の高い計画を定めることにより、容積率制限の緩和等が可能。

日本橋二丁目地区（東京都中央区）

容積率：800%、700％ →
1990％ 等

大阪駅北地区（大阪市）

容積率：800% → 1600％ 等

■道路の上空利用のための規制緩和
都市再生緊急整備地域内における都市再生特別地区の都市計画に

位置づけることで、道路の付け替え、廃道をせずに、道路上空に

建築物を建てることが可能。

都市再生に取り組む基本的考え方〔本部決定〕

［都市再生特別地区における特例］

都市の国際競争力の強化
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都市再生緊急整備地域（53地域 8,592ha：うち特定都市再生緊急整備地域 13地域 4,011ha)

仙台駅西・一番町地域 79ha

岡山駅周辺・表町地域 113ha

那覇旭橋駅東地域 11ha
札幌都心地域 225ha【145ha】

※平成29年８月２日時点

札幌市

仙台市

さいたま市

川口駅周辺地域 68ha

川口市

千葉市

柏駅周辺地域 20ha 千葉蘇我臨海地域 116ha
千葉駅周辺地域 28ha
千葉みなと駅西地域 21ha

柏市

東京都

東京都・川崎市（都県跨ぎ）

川崎市

岐阜市

相模原市

常滑市

相模原橋本駅周辺・相模原
駅周辺地域
89ha

厚木市

浜松市

羽田空港南・川崎殿町・大師河原地域 339ha【66ha】

浜川崎駅周辺地域 104ha
川崎駅周辺地域 66ha

名古屋駅周辺・伏見・栄地域 401ha【303ha】
名古屋臨海地域 145ha

名古屋市

中部国際空港東・常滑りんくう地域 378ha

横浜市
大阪市

浜松駅周辺地域 40ha

京都市

高松市

高槻市

千里中央駅周辺地域 15ha

豊中市

高槻駅周辺地域 34ha

守口市

守口大日地域 80ha

寝屋川市

寝屋川萱島駅東地域 49ha

神戸市

神戸ポートアイランド西地域 273ha
神戸三宮駅周辺・臨海地域 98ha【45ha】

岡山市

広島市

広島駅周辺地域 73ha

福山市

福山駅南地域 11ha

堺市

高松駅周辺・丸亀町地域 51ha

北九州市

小倉駅周辺地域 103ha

福岡市

福岡香椎・臨海東地域 335ha
福岡都心地域 455ha【231ha】

那覇市

横浜山内ふ頭地域 7ha
横浜都心・臨海地域 252ha【233ha】
横浜上大岡駅西地域 7ha

東京都心・臨海地域 2,040ha 【2,040ha】
秋葉原・神田地域 157ha
品川駅・田町駅周辺地域 184ha 【184ha】
新宿駅周辺地域 220ha 【220ha】
大崎駅周辺地域 61ha
渋谷駅周辺地域 139ha【139ha】
池袋駅周辺地域 143ha【143ha】

本厚木駅周辺地域 30ha

大宮駅周辺地域 130ha
さいたま新都心駅周辺地域 47ha

都市再生緊急整備地域のある市等
特定都市再生緊急整備地域のある市等

地域名緑字は特定都市再生緊急整備地域を含む地域
【 】内は特定都市再生緊急整備地域の面積

内は都市再生緊急整備地域名とその面積

堺鳳駅南地域 70ha
堺東駅西地域 27ha
堺臨海地域 95ha

京都駅周辺地域 162ha
京都南部油小路通沿道地域 213ha

岐阜駅北・柳ヶ瀬通周辺地域 20ha

大阪京橋駅・大阪ﾋﾞｼﾞﾈｽﾊﾟｰｸ駅周辺・天満橋駅周辺地域 68ha                   
大阪駅周辺・中之島・御堂筋周辺地域 490ha【209ha】
難波・湊町地域 36ha
阿倍野地域 21ha
大阪ｺｽﾓｽｸｴｱ駅周辺地域 154ha【 53ha】
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都市再生の事例① 三大都市圏の例（東京）

渋谷
（渋谷駅周辺地域）

虎ノ門
（東京都心・臨海地域）

国際金融・業務・商業・文化・交流機能や生活・業務支援機
能など多様な機能を備えたにぎわいにあふれた国際性豊か
な交流ゾーンを形成

★主なプロジェクト
・虎ノ門ヒルズ（完了）
※民間都市再生事業計画認定（税制優遇等）

・虎ノ門一丁目地区（事業中）
※都市再生特別地区（容積率600%,700%→1,450%）

民間都市再生事業計画認定（金融支援）
・虎ノ門駅前地区（事業中）
※都市再生特別地区（容積700%,800%→1,370%)

駅の機能更新と周辺都市基盤の再編を契機に、魅力ある
商業、業務、文化・交流機能の充実などにより、次世代によ
る先進的な生活文化等の世界に開かれた情報発信拠点を
形成

★主なプロジェクト
・渋谷ヒカリエ（完了）
※都市再生特別地区（容積率800%,900%→1,370%)

・渋谷ストリーム（事業中）
※都市再生特別地区（容積率716%→1,350%）

民間都市再生事業計画認定（税制優遇）
・渋谷駅地区街区開発事業（事業中）
※都市再生特別地区（容積率1,000%→1,560%)

民間都市再生事業計画認定（税制優遇）
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都市再生の事例② 三大都市圏の例 （大阪）

うめきた
（大阪駅周辺・中之島・御堂筋周辺地域）

梅田貨物駅跡地の土地利用転換により国際的な中
枢業務機能、学術・研究機能、商業機能、情報発信
機能、居住機能等の都市機能のより一層集積した複
合市街地を形成

★主なプロジェクト
・うめきた地区先行開発区域（グランフロント）(完了)

※都市再生特別地区（容積率800%→1,600%）
・うめきた地区２期開発区域（事業中）

阿倍野
（阿倍野地域）

天王寺・阿倍野ターミナルに近接する立地特性を生か
し、大阪の南の玄関口にふさわしい、商業・娯楽・居住・
宿泊機能等が複合した個性ある拠点を形成

★主なプロジェクト
・あべのハルカス（完了）
※都市再生特別地区（容積率800%→1,600%）

・あべのキューズタウン（完了）
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都市再生の事例③ 中枢・中核都市の例（福岡・広島）

博多駅周辺
（福岡都心地域）

博多駅とつながる地下・地上のネットワーク化により回
遊性を向上させ、駅の拠点性と周辺街区の魅力、賑わ
いを高め、アジアの交流拠点都市という都市像の実現
に寄与

★主なプロジェクト
・JR博多駅ビル整備事業（完了）
・博多駅中央街南西街区（完了）
（KITTE博多、JRJP博多ビル）

広島駅周辺
（広島駅周辺地域）

駅に隣接した重要な位置にありながら、老朽建物が密集し、
効率的な土地利用がされていない地区において、市街地
再開発事業の実施により、建物の不燃化と土地の高度利
用におる商業・業務機能の集積を推進

★主なプロジェクト
・広島駅南口Bブロック市街地再開発事業（完了）
※都市再生特別地区（容積率900%→1,100%）

・広島駅南口Cブロック市街地再開発事業（完了）
※都市再生特別地区（容積率400%,600%→800%）
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都市再生の事例④ 三大都市圏周辺都市の例

寝屋川市駅周辺
（寝屋川市駅東地域（H28解除））

交通結節点である寝屋川市駅東地域において、市街地
再開発事業により、商業機能、居住機能に加え、情報系
の大学と連携した教育・文化機能等の複合的な都市機
能を集積

★主なプロジェクト
・寝屋川市駅東地区第二種市街地再開発事業（完了）

辻堂駅周辺
（辻堂駅周辺地域（H29解除））

駅に面する大規模工場跡地(関東特殊製鋼工場)の土地
利用転換等により後背地の大学(日本大学)や工場との
連携を活かし､多様な機能を持つ都市拠点を形成

★主なプロジェクト
・テラスモール湘南（完了）
※民間都市再生事業計画認定（税制優遇）
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・ 人口、世帯数、地価※について、 H14年またはH17年に対する推移を確認

→ いずれの指標も地域内の増加率が当該市区(地域を除く)の増加率を上回った。

※人口、世帯数は、国勢調査を行っているH17年からH27年の変化を比較。地価は、地域指定の初年
度であるH14年からH28年までの変化を比較。

●人口増加率（H17年→H27年） ●世帯数増加率（H17年→H27年） ●地価増加率（H14年→H28年）

＊人口・世帯数：評価対象の56地域の平均増加率。全国の値は国勢調査による。
＊地価： H14年に指定された35地域のうち、データがある28地域を合算し集計。

なお、周辺（当該市区）の値は、指定地域内の地点を除いた当該市区内の商業地平均価格を基に算出。
全国の値は、地価公示における全国の商業地の平均地価（対前年変動率より算出）を基に算出。

緊急整備地域における「都市再生」の効果
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